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大学病院における戦略的経営管理フレームワークの構築
廣田りょう1）、馬場園　明2）

Construction of a strategic management framework in a university hospital
Ryo HIROTA1）  Akira BABAZONO2）

【Abstract】
【Purpose】
　This study’s purpose was to propose a method of implementing a management strategy from a hospital chief financial officer’ s 
standpoint. The study was conducted in a university hospital setting, where advanced medical treatment, medical education, 
and medical research are provided simultaneously. This approach corresponds to the paradigm shift from hospital-centered to 
community-centered health care seen in the national health policy.
【Method】
　First, a SWOT (strengths, weaknesses, opportunities, threats) analysis was conducted with an eye toward the mission and 
vision, approaching the construction of the business management framework based on the balanced scorecard concept. Second, 
using the strategy map and the scorecard, the scenario for strategy theme was decided. Finally, using DPC data, they were 
verified by critical success factor and key performance indicator analysis with a strategic target.
【Results】
　The SWOT analysis showed that the health care paradigm shift poses a threat to the university hospital. Providing efficient 
and high-quality, advanced medical care and using indicators such as length of stay for monitoring may lead to improved 
financial outcomes.
【Discussion】
　This study demonstrates that the method of scoring on indicators, such as the proper management of receipts and payments, 
and evaluating them to drop into the spot is a top-down strategy. The framework would be more appropriate if it took the 
particular context into account. Continuous time series comparison of indicators by each institution and nationally scaled 
comparisons with benchmarks would further improve the proposed method. The university hospital management strategy 
corresponding to the health care paradigm shift should not only seek to achieve the selection and concentration of acute health 
care; the hospital leadership should also take action to achieve community-centered health care in the future.

Key words:Health Care Paradigm Shift, University Hospital, Management Strategy, Balanced Scorecard

【抄録】
【目的】
　医師の教育、医学の研究と同時に高度医療の提供を担う大学病院の経営における財務担当理事としての立場から、「病院完結型」
から「地域完結型」へのわが国の医療政策のパラダイムシフトに対応するための経営戦略を現場に落としこむ方法論を経営管理フ
レームワークとして提案することを、本研究の目的とした。
【対象と方法】
　経営管理フレームワーク構築の方法としてバランスト･スコアカードの概念を用いて、現状のミッション、ビジョンに向かい、
SWOT分析を行った。さらに、戦略テーマ達成のためのシナリオを、戦略マップとスコアカードによって策定し、DPCデータを中
心としたデータ分析によって戦略目標に対する重要成功要因（CSF）と重要成果指標(KPI)の実効性を検証した。なお、収益力の強
化のためには、平均在院日数の短縮と同時に適正病床数に基づく病床稼働率の向上が重要な課題であり、競合病院の存在が大きい
二次医療圏における戦略判断は、疾患別などより細かいレベルでの検討が競争力の強化につながることを前提とした。
【結果】
　SWOT分析の結果、地域の中核病院として高度な医療を提供してきた大学病院であっても、医療のパラダイムシフトにより脅威
にさらされていることが明らかとなった。また、スコアカードにて設定するKPI のうちDPCデータの機能評価係数Ⅱ、複雑性係数、
効率性係数は、戦略テーマの達成のため特に重要な指標であることが示された。さらに大学病院においても効率的かつ質の高い高
度医療を提供し、在院日数などでモニタリングすることで、財務的な指標も改善することが明らかとなった。

1）　九州大学大学院医学系学府医療経営・管理学専攻
Department of Health Care Administration and Management, Graduate 
School of Medical Sciences, Kyushu University

2）　九州大学大学院医学系研究科医療経営・管理学講座
Department of Health Care Administration and Management, Graduate 
School of Medical Sciences, Kyushu University
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【考察】
　本研究の特徴は、トップダウンによる戦略を現場に落とし込み、また管理指標のベンチマークとの比較を時系列で定量的に行
い、さらに戦略を総合的に判断するために、収入支出の適正管理などの要素をスコアリングして評価する手法を試みたことにある。
またこのフレームワークは、病院全体の経営レベルから個別医療の運営レベルにおいてまで、現場における提案を取り入れる事に
よってよりさらに有効になると考える。さらに、この研究結果を改善していくためには、継続的な長期にわたる医療機関における
時系列比較と全国レベルでのベンチマーク比較が必要となると思われる。そして、医療のパラダイムシフトにおける大学病院の経
営戦略は、急性期病院としての選択と集中を進めつつ、地域完結型医療の完成へ向けてリーダーシップを発揮することを最終的な
戦略目標とすべきであることが本研究の今後のアプローチとして示唆された。

キーワード：医療のパラダイムシフト、大学病院、経営戦略、バランスト･スコアカード
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【はじめに】
　わが国における人口減少と高齢社会の進行に対応して、医療政策は従来の「病院完結型医療」から「地域完結型医療」へのパラダ
イムシフトの時代にあり、体制としては病院・診療所による医療に加えて在宅医療、訪問看護や介護施設まで含めた医療介護体制
を目指している1,2）。
　政策には二つの柱がある。一つ目の柱は病院機能分化の推進である3,4）。医療政策としては、急性期病床を削減する一方、回復期
病床は増加させる方向であり、その具体化として、地域医療構想を策定し都道府県レベルに医療体制の再編が委ねられている。二
つ目の柱は、機能分化と合わせ、介護の役割を明確にしてそれらを統合することにある。到達すべきビジョンとしては、地域包括
ケアシステムや日本版CCRCなどが構想されている5,6）。
　これら医療のパラダイムシフトに呼応して、医療主体には様々な対応が迫られている。特に私立の大学病院は、特定機能病院と
して高度な医療を担い、医師の教育、医学の研究を担う大学病院であると同時に、学校法人による経営という民間病院の性質も持っ
ている。高度な医療や医学教育･研究には人的･物的にわたる財務上の大きな投資が多方面に必要であるが、学校法人には一定の公
的な補助金が見込まれるものの、民間企業としてまず経営の安定が求められ、限られた財源の配分には優先順位の見極めが重要と
なる。これら複合的な大学病院の使命を統合し、それを戦略的に果たすためには、トップダウンによる経営管理体勢の構築が求め
られている。なぜならば、複合的な使命を直接担う教師、医師、看護師、技師等、多職種の教職員には多元的な価値観があり、統一
的な方向性が定まらない場合や、経営的な費用対効果の判断が軽視される蓋然性もある。使命にも優先順位付けして大学病院とし
ての方向性を統合するためには、トップダウンの考え方が極めて重要であると考える。以上の状況を背景として、医師の教育や医
学の研究と同時に高度医療の提供を担う大学病院において、病院経営における財務担当理事としての立場から、経営戦略を現場に
落としこむ方法論を経営管理フレームワークとして提案し経営戦略の方向性を示すことを本研究の目的とした。

【対象と方法】
1．対象
　研究の対象は学校法人久留米大学医学部附属病院（久留米大学病院）とする。久留米大学病院の前身である九州医
学専門学校附属病院は、昭和3年（1928年）に150床をもって開院した後、近年では平成5年に特定機能病院、6年高度救
命救急センター、14年地域がん診療拠点病院、16年に病院機能評価認定施設の承認を受けている。
　平成27年7月現在、23診療科、1025床（うち一般972床、精神53床）、医師556名、看護師1,084名、技術職等職員579名
を擁している。平成26年度実績で、1日平均入院患者数835名、一般病床平均在院日数15 .8日、病床利用率81 .8%であり、
1日平均外来患者数は1,830名である。
　学校法人の消費収支計算書における久留米大学病院の平成26年度収支実績では、医療収入29 ,656百万円、うち入院
収入22 ,024百万円、外来収入7,631百万円である。医療経費は11 ,106百万円で、医療収入に対する割合は37 .4%である。
平成21年度からの医療収入の推移を見ると入院収入は19 ,906百万円（21年度）から22 ,027百万円（24年度）と増加した
後、横ばいである。要因としては、平均入院単価は56 ,911円（21年度）から72 ,252円（26年度）と増加しているものの、
延べ入院患者数が350千人（21年度）から305千人（26年度）と減少を続けていることが挙げられる。外来収入は6,077
百万円（21年度）から7,632百万円（26年度）と増加している。その要因は入院収入と同様に、平均外来単価が13 ,150円

（21年度）から17 ,091円（26年度）と増加していることにあるが、延べ外来患者数は462千人（21年度）から447千人（26年
度）と減少している。医療収入に対する医療経費の割合は、従来平均33%台で推移していたが、近年36 .8%（25年度）、
37 .4%（26年度）と増加傾向にあることから、経費率改善の対応を迫られている。
　経営に関する協議は、医療経営に関する決定機関である学校法人理事会と、医療運営に関する病院執行部との協
議機関である大学病院経営企画委員会を中心としている。この委員会においては様々な重要事項が協議されている
ものの、さらに環境変化を見据えた将来展望への経営方針に係る経営管理フレームワークの構築も必要と言える。

2．方法
⑴　バランスト･スコアカード（BSC）概念
　この研究では経営管理フレームワーク構築の方法として戦略的経営管理手法の一つであるバランスト･スコアカード（BSC）の
概念を用いた。戦略テーマとしては、病院機能分化の推進という医療のパラダイムシフトに係る政策への対応として、大学病院に
おける急性期医療の選択と集中及び急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献を経営戦略に方向付けることを主題とし
ている。
　この主題のもとで大学病院の使命を果たしていく過程には、医療の質を高める病院運営と、医療の効率性を高める病院経営が重
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要な両輪である。近年、国の財政は社会保障費の増大を抑えるべく診療報酬の改定には慎重な姿勢で臨み7）、また、国債発行が増え
ていく中、その社会保障費の直接の財源とすべく消費税の引き上げも図られており、この両者は、大学病院の経営に特に大きな圧
力となっている。診療報酬の改定については、いわゆる小泉改革による2002年度改定から本体部分のマイナス改定があり、その後
政権交代による変動はあったものの、年金とともに医療に関しては大きな財政課題となっている。そのような中での、2014年の消
費税増税は診療報酬の改定による補填はあったものの、控除対象外消費税の大きな影響を受ける大学病院をはじめとする規模の
大きな病院には財務上の大きな経営リスクとなっている。教育、研究とともにある大学病院の医療において、医療従事者による医
療の質の向上が使命ではあるが、それを支える医療の効率性向上、財務の安定はその重要な礎となる。それゆえ、まずは財務の視
点を切り口とした経営管理フレームワークによる研究を試みた。
　あらゆる組織はあるべき姿としてのミッションを持つべきであり、久留米大学病院も、地域と共に歩む患者中心の医療、高度で
安全なチーム医療と優れた医療人の育成などを掲げている。さらに近い将来のあるべき姿をビジョンとして掲げている。そこで
BSCの概念に従い、そのミッション、ビジョンと現状を見据えて、経営戦略の方向性を明らかにするためクロスSWOT分析を用い、
組織が有している内部環境（強みと弱み） と組織が置かれている外部環境（機会と脅威）、さらには取りうる戦略の可能性を把握し
た。ビジョンを実現するためには、その達成と実現に貢献し促進する要素（強み･機会）と、逆にその達成と実現を制御し阻害する
要素（弱み･脅威）を特定することが必要である。そして、それらの要素は、ミッション達成に携わる人的資源、施設設備など有形ま
たはブランド力など無形の物的資源、それらの調達に必要な財務的資源などの組織自身が内部に有する内部環境に属する要素と、
国の政策や行政、国や地域の経済情勢や人口動態といった社会状況など組織の外部をとりまく外部環境に属する要素に分析でき
る。
　次に、大学病院における急性期医療の選択と集中及び急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献という戦略テーマ達
成のためのシナリオを、医療の効率性向上を念頭に戦略マップとスコアカードによって構築し、データの分析により戦略目標に対
する重要成功要因CSF（Critical Success Factor）と重要成果指標KPI（Key Performance Indicator）の実効性を検証した。分析の対
象とするデータは、財務会計システムからの財務データと、厚生労働省のDPC導入の影響評価に関する調査で集計されるDPCデー
タである。なお、入院患者の診療報酬であるDPC包括評価において、施設に対する診療報酬算定のインセンティブともなる医療機
関別係数には、医療機関群別の診療機能評価を示す基礎係数や入院基本料加算による看護体制などを示す機能評価係数Ⅰ、さらに
効率改善へのインセンティブともなる機能評価係数Ⅱがある。特に今後、DPC診療報酬では重視される方向にある機能評価係数Ⅱ
の分析を行った。機能評価係数Ⅱの意義としては、それを構成する特に3つの指数に着目できる。まず効率性指数は在院日数短縮
努力の表れであり、医療の質の向上に関連する指数である。また複雑性指数は高度な医療を実施する基盤と実績の表れであり、医
療施設の機能分担に関連する指数である。そして地域医療指数は地域医療への貢献度に関連する指標である。戦略テーマのうち大
学病院における急性期医療の選択と集中から、まずは福岡県内大学病院、DPCⅠ群4病院について機能評価係数Ⅱとそれに影響の
大きい複雑性係数と効率性係数の時系列相互比較をするために、平成24及び26年度のそれぞれの係数をDPCⅠ群80病院中の順位
パーセンタイル値に変換し、その数値を要素とした散布図による分析を行った。なお、以下論文中のデータ分析にあたっては『DPC
データ活用術』（伏見清秀監修、今井志乃ぶ執筆、日経ヘルスケア編著、2014）から、集計･分析の手法を参考とした。

⑵　バランスト･スコアカード（BSC）策定
　クロスSWOT分析の結果により、久留米大学病院の有する内部環境における強みとしては、地域の中核病院として高度な医療を
提供してきた実績と評判があり、DPCデータ疾患別･手術別集計からの手術実績などに表れている8）。これは大学病院として、人的
には医師、看護師、技師など医療従事者が充実していること、物的には医療施設設備の整備を進めていること9）、学校法人経営の病
院として財務的安定も図られていることが影響していると考えられる10）。弱みとしては、病院サービスの対象者である受診患者数
の減少や、患者の疾病構造の変化などによる医療経費率の上昇が挙げられる。また久留米大学病院をとりまく外部環境として、国
の政策である医療のパラダイムシフトと医療提供体制の改革は、久留米大学病院の分院である医療センターをして地域包括ケア
システムにおける医療機関への転換の機会であり、病院本院をして急性期医療の役割が不明確な場合は脅威である。また、地域の
住民や診療所からの要求が高い大学病院への期待は大きな機会としなければならない一方、地域における競合病院のシェアの拡
大は、地域における医療のゼロサム競争を前提とするならば、対抗すべき大きな脅威である。
　戦略マップ（図1）の整理により、戦略テーマ達成のため、医療の質と経営の質、両者の向上を見据えて、財務、顧客、業務プロセス、
学習･成長の四つの視点から戦略目標を設定した。本研究で重点を置く財務の視点からは、収益力の強化及び競争力の強化である。
顧客即ち利害関係者の視点としては、患者の入退院に係る安心確保と医療職の医療における満足度向上である。また、業務プロセ
スの視点からは、医業費用の適正化による収益率の改善があり、学習と成長の視点からは病床再編のためや地域包括ケアシステム
運用のための医療現場の見直しが戦略目標となる。
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図1　戦略マップ

　スコアカードの策定（図2）により、急性期医療の選択と集中及び急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献を前提とし
て、戦略マップのうち財務の視点に重点を置き、まずは収益力の強化という一つ目の戦略目標達成のためのCSFをDPC包括評価の
向上とした。そのKPIとしては、大学病院自身の急性期医療機能を示している係数ともいえる機能評価係数Ⅱとした。
　個別には、高度な医療の実施をCSFとして、そのKPIとしては複雑性係数、急性期医療診療密度、救急入院を指標とした。複雑性
係数は機能評価係数Ⅱの重要な構成要素であり、多くの医療資源を必要としている診療を評価するものであり、がん診療など高度
な医療について大学病院が果たすべき役割の実施度合も示している。また急性期医療診療密度は、急性期機能の実施度合を測るも

図2　スコアカード

1 2  

 

図1･図2の総括
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のであり、施設ごとの化学療法、放射線療法、救急搬送、全身麻酔の実施割合を分析できる。そして、手術件数の増加をCSFとし、
DPC6桁区分による疾病分類別手術の実績とシェアをKPIとした。
　さらに、平均在院日数の短縮化と標準化をCSFとし、効率性係数と平均在院日数をKPIとした。効率性係数は機能評価係数Ⅱの
もう一つの重要な構成要素で、医療の効率性を表し、平均在院日数とあわせ診療の短期化を評価するものでもある。
　二つ目の戦略目標は業務プロセスの視点からであるが、実質的には財務の視点からなる医業費用の適正化による収益率の改善
とし、戦略目標達成のCSFは医療材料費・薬剤費を中心とする変動費管理とする。KPIとしては、まずMDC別の患者数とDPC収入
を収入面での指標とし、さらにDPC収入から医療材料費・薬剤費などの変動費を控除したものを限界利益（粗利益）、そして収入に
対する限界利益（粗利益）の比率である限界利益率（粗利益率）をもって変動費管理の基礎的な指標とする。
　三つ目の戦略目標である急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献という戦略テーマを達成するためには、できるだけ質
の高い医療を提供し、できるだけ早く退院させることでの競争力の強化を図る必要がある。そこで、地域から求められる診療機能の
強化をCSFとして、分析指標としてのKPIを二次医療圏内の診療患者数･シェア散布図とした。これは久留米医療圏内の主要な4病院
ごとに内部環境としての診療力であるMDC別診療患者数と外部環境としての競争力である患者数シェアを要素とした散布図による
SWOT分析を行い、まずは地域におけるゼロサム競争即ちシェアの奪い合い競争を前提とした場合の、久留米大学において医療資源
を集中すべきMDC分野の検討指標とする。さらに久留米医療圏を越えて、二次医療圏別の患者数流出入状況をKPIとした。これは福
岡県内の13の二次医療圏間のMDC別患者流出入を分析することで、急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献のための競
争力の強化を考える指標とする。なお、現状の医療圏は行政区分などを基本とするものであり、道路や交通機関など交通網の充実度
合による時間距離などを新たな分析エリアとすることも考えられるが、現状でのデータの取得の容易さを優先した。

【結果】
1．急性期医療の選択と集中に係る収益力強化に関する分析
⑴　機能評価係数Ⅱによる病院機能の評価（表1）
　全国Ⅰ群80病院中の順位パーセンタイル値を経年比較（平成24年度から26年度）すると、久留米大学病院は37 .5%点から25 .0%
点へと上位クラスへ向上している。以下、福岡県内のⅠ群病院は九大病院33 .8%点、産業医大病院43 .8%点、福大病院53 .8%点と3
病院とも中位クラスにおいて向上している8,9）。この評価にあたって能評価係数Ⅱは診療報酬改定年度にあわせて公表されており、
その評価基準は変化するので係数の絶対値では評価しづらい。そこで、各年度の係数の絶対値をそれぞれ全国Ⅰ群80病院中の順位
パーセンタイル値に変換して経年比較することとした。

 

表1　機能評価係数Ⅱ経年比較
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表2　複雑性係数経年比較
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⑵　複雑性係数（表2）と急性期医療診療密度（表3）
　複雑性係数について、久留米大学病院は1.3%点から3.8%点と順位は落としているものの極めて上位にある。平成26年度で産業
医大病院5.0%点、九大病院21 .3%点といずれも上位にあり、福大病院は92 .5%点と下位レベルである11,12）。
　急性期医療診療密度について、久留米医療圏内においては久留米大学とともに聖マリア病院も高い実施割合にある13）。なお、最
も高い割合にある久留米総合病院は、乳がん診療に傾注するなどの特徴を有している。

 

表3　急性期医療診療密度
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⑶　救急入院
　久留米医療圏内DPC病院12施設において総入院･救急入院患者数を比較してみたところ、聖マリア病院において総入院･救急入
院がそれぞれ5,491件･1 ,622件にて圏内1位であるのに対して、2位の久留米大学病院は5,223件･428件と救急入院は1位の四分の一
程度である13）。診療内容に濃淡はあるものの、救急入院の増加は結果的に新入院患者増加の契機となる。

⑷　疾病分類別手術シェア
　久留米大学病院において症例数の多い消化器系疾患のうち肝･肝内胆管の悪性腫瘍については、久留米医療圏内DPC病院12施設
にて手術件数合計556件、久留米大学病院は257件、シェア46 .2%である10）。シェアとしては高いものの、圏内において大きく優位
にあるとまでは言えない。

⑸　効率性係数（表4）とMDC別平均在院日数（表5）
　効率性係数は平成26年度で久留米大学病院は92 .5%点と極めて下位レベルにある。複雑性係数が上位にある九大病院も、効率性
係数は71 .3%点と低いレベルにあり両指数は負の相関関係にあるようにも見えるが、産業医大病院のように複雑性係数5.0%点、
効率性係数22 .5%点と両指数とも上位レベルにある。なお福大病院はそれぞれ92 .5%点、62 .5%点と両係数とも低い状況である
11,12）。
　効率性係数は患者構成に関し調整されているものの、まずはDPCコード2桁区分によるMDC別（主要診断群別）に、福岡県内500病
床以上施設の15病院について平均在院日数を比較した。久留米大学病院においてはMDC別18分類のうち9分類が下位3位以内、即ち
平均在院日数が長期3位以内となった。その9分類を症例数が多い順番に列挙すると、消化器系17.2日、循環器系15.9日、眼科系12.3
日、耳鼻咽喉科系14.6日、筋骨格系20.9日、血液免疫臓器28.6日、内分泌代謝21.5日、皮膚15.2日、精神29.3日となる13）。

 

 

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

220
12

22014

表4　効率性係数経年比較
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表5　MDC別平均在院日数

2．医業費用の適正化による収益率改善のための分析（表6）
⑴　久留米大学病院MDC別患者数及びDPC収入
　平成25年度、久留米大学病院においてMDC別患者数で上位5位は、消化器系疾患2,339人、周産期疾患2,006人、循環器系疾患1,418
人、呼吸器系疾患1,262人、腎尿路系疾患1,185人と続く。消化器、循環器、呼吸器疾患というような差別化戦略にある位置づけの疾
患が上位を占めている。
　またDPC収入でも、循環器系疾患3,280百万円、消化器系疾患2,820百万円、血液免疫臓器疾患1,810百万円、神経系疾患1,600
百万円、呼吸器系疾患1,450百万円と、患者数に従った結果を見せるが、神経系疾患のように患者平均単価が大きい疾患も上位に
ある。

⑵　久留米大学病院MDC別DPC粗利益及び粗利益率
　粗利益（限界利益）の上位5疾患は消化器系疾患2,300百万円、循環器系疾患1,780百万円、周産期疾患1,190百万円、神経系疾患
1,170百万円、呼吸器系疾患1,080百万円であり、患者数、DPC収入との相関が見られる。
　しかしながら粗利益率（限界利益率）を見てみると様相を転じる。粗利益率の上位5疾患では、最も高い新生児疾患で91 .3%と収
入の9割以上を粗利益（限界利益）としており、以下、眼科、周産期、精神疾患、腎尿路系疾患が続く。患者数が多く、DPC収入も多
額である消化器系疾患、呼吸器系疾患でもそれぞれ81 .6%、74 .5%と中位にあるが、循環器系疾患では54 .3%とMDC別18分類によ
る疾患のうち最も低い値である。
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表6　平成25年度診療患者数・DPC収入額・粗利益額・粗利益率

3．急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献に係る競争力の強化に関する分析
⑴　久留米医療圏内主要施設別MDC別診療患者数とシェア（表7）
　久留米大学病院においては、まず、周産期疾患、腎･尿路系疾患、眼科系疾患、耳鼻咽喉科系疾患については患者数が多く、高い
シェアを占めている13）。これらの分野においては、診療基盤の拡充、さらなるシェアの伸長を図る積極戦略にて取り組む分野とな
る。次に、消化器系疾患、循環器系疾患、呼吸器系疾患については多くの患者数があるものの、シェア争いは厳しい状況である。こ
れらの分野では、久留米大学病院自らの競争力強化のためには、さらなる高度な医療の実施など特色を強める差別化戦略にて取り
組む分野となる。また、筋骨格系疾患、新生児疾患、造血器･免疫臓器系疾患、皮膚疾患については患者の絶対数は多くないものの、
圏内シェアは低くない。診療基盤の拡充を図ることで競争力即ち高度な医療を適時に十分に提供する能力を強化する戦略にて取
り組む分野となる。最後に、神経系疾患、内分泌系疾患、外傷･熱傷、乳房疾患、精神疾患、小児疾患については患者数が相対的に
少なく、圏内シェアも低い。診療基盤の見直しや競争環境の見直しなど、改善戦略にて取り組む分野となる。
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表7 久留米医療圏主要施設別MDC別診療患者数と患者シェア
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⑵　福岡県内二次医療圏別のMDC別患者数流出入（表8）
　福岡･糸島、北九州、久留米、飯塚の各医療圏は基本的に流入医療圏であり、久留米医療圏に対する、主な流出医療圏は筑紫、朝倉、
八女･筑後、有明の各医療圏である。
　久留米医療圏において流入患者数及び流入率の高いMDCは以下のとおりである。流入率に注目すれば、新生児疾患は775人（流
入患者数）･225%（流入率）と最も高く、流出医療圏も近隣の医療圏のみに止まらない。次に乳房疾患686人･194%、周産期疾患 
2 ,111人･191%、血液免疫臓器疾患572人･186%と、これらの疾患は医療圏としての競争力を有していると分析できる13）。
　流入患者数に注目すれば、消化器系疾患3,658人･143%、循環器系疾患1,957人･156%、呼吸器系疾患1,708人･141%となるが、こ
の3疾患については全ての医療圏において診療患者数は多数である。

 

表8　福岡圏内二次医療圏別のMDC別患者流出入

【考察】
1．経営管理の仕組について
　本研究により構築した経営管理フレームワークは、トップダウンによる段階的な管理手法であることに特徴がある。構築に至る
過程としては、特に財務的な管理の視点から、まずは戦略レベル即ち病院経営レベルでの管理指標を措定し、いくつかの管理指標
から演繹的に戦術レベル、現場レベル段階の具体的な打ち手に関する管理指標を展開していく手法とした。これは、大学病院にお
いて財務の視点からの病院運営または病院経営に関して、これまでトップからボトムのレベルに至るまでの十分な協議検討の経
験がないため、一定の指針を示す必要があったからである。
　戦略レベルでの管理指標を、時系列やベンチマーク比較で結果が明確な定量的なものとしたことが二つ目の特徴である。機能評
価係数ⅡはDPC包括評価の向上、財務内容の向上に直接関係する。そして、急性期医療の選択と集中を戦略テーマとすることで、
複雑性係数が重要な指標となり、それを高める急性期医療診療密度に着目し、その構成要素の一つである手術件数が具体的な診療
目標となる。また、効率性係数は病院運営における患者満足の向上や病院経営の効率化に関係する。効率性係数を高めるのは平均
在院日数の短縮である。さらに戦略テーマをより端的に判断していく指標としては、病院の診療力ともいうべき診療患者数と、競
争力ともいうべき患者数シェアの二つの要素によるMDC別SWOT分析結果がある。加えて、医療圏ごとの患者流出入の状況を指
標とすることで、二次医療圏内でのゼロサム競争を越えるための検討事項になる。
　管理手法に係る三つ目の特徴として、MDC別での戦略テーマを総合的に判断するため、いくつかの要素をスコアリングする手
法（戦略スコアリング）を試みた（表9）。MDC別SWOT分析を基礎に、医療需給状況による市場性指標、DPC収入・限界利益による
収益性指標、平均在院日数による効率性指標を点数化して検討の素材とすることで、戦略検討に多面性を持たせる契機となると考
える。今回の結果を観察すると、スコアリングの高い周産期疾患は積極戦略の筆頭ではあるものの、積極戦略を取るMDCよりもむ
しろ差別化戦略を取るMDCに対して、医療資源の配分や体制整備を図ることが競争力の強化につながるという評価もできる。ま
た、このスコアリングは簡易で限定的な項目によるものであり、さらにスコアリング指標となる項目の追加、項目ごとの点数の重
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み付けや相関考慮などが必要である。

 

表9　戦略の総合判断のための戦略スコアリング

2．経営戦略の方向性について
　収益力の強化について、機能評価係数Ⅱは、全国の医療機関Ⅰ群病院中でも相対順位で第1四分位と上位レベルにある。上位にあ
る要因は、複雑性係数が全国で1、2位というトップレベルにあることが際立っている。急性期医療診療密度は100%を超えており、今
後も急性期病院である大学病院として、これを高めなければならない。手術、化学療法、放射線療法については注力を続け、特に悪
性腫瘍について強みのある久留米大学病院として、肝･肝内胆管のほか、現状でも肺、子宮、頭頚部の悪性腫瘍については症例数で国
内上位にあることから、今後の拡充が戦略的に重要である。一方、効率性係数については、低いレベルを継続している。その要因と
して、平均在院日数がMDC別でも大部分が長い傾向であることにある。クリニカルパスの標準化などによる平均在院日数の短縮化
が最重要課題であると同時に、病床稼働率の向上を目指すことが財務の視点から重要である。
　次に戦略スコアリングからは、多面的な判定から集中を図るべきいくつかのMDCが考えられる。今回スコアの高いものを観察す
ると、周産期疾患はSWOT分析でも積極戦略であり、さらに注力すべきであるが、呼吸器系、消化器系、循環器系各疾患という差別
化戦略をとるMDCに対し医療資源の配分や体制の整備を図ることが競争力強化の効果がより大きいという評価もできる。また、新
生児、神経系疾患にも着目すべきである。
　さらに久留米医療圏における急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献に係る競争力について考察する。分析結果によ
り積極戦略を指向する周産期、耳鼻咽喉科系疾患については、地域の基幹病院である聖マリア病院も患者数、シェアが相応にあるこ
とから、追加して疾病分類別による両病院の対比による戦略検討が必要となる。消化器系、循環器系、呼吸器系各疾患については聖
マリア病院、新古賀病院とも同様の差別化戦略を指向する位置にあり、特に循環器系疾患について新古賀病院のシェアは高いことか
ら診療基盤をはじめ総合的に大学病院の医療を強化する必要がある。強化戦略、改善戦略を指向する疾患については、聖マリア病院
なども同様のポジションにあり、いかに早くこれらの疾患を積極戦略ポジションに引き上げるかが、競争力の強化につながる。
　さらに戦略スコアリングからは、多面的な判定から集中を図るべきいくつかのMDCが考えられる。今回スコアの高いものを観察
すると、周産期疾患はSWOT分析でも積極戦略であり、さらに注力すべきであるが、呼吸器系、消化器系、循環器系各疾患という差
別化戦略をとるMDCに対し医療資源の配分や体制の整備を図ることが競争力強化の効果がより大きいという評価もできる。また、
新生児、神経系疾患にも着目すべきである。
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　ここで、あらためて本研究の背景となった医療のパラダイムシフトに照らして経営戦略の方向性を考察する。本研究では、政策と
しての病院機能分化の推進に対応して、久留米大学病院が急性期医療の選択と集中と急性期病院としての地域包括ケアシステムへ
の貢献いう戦略テーマを達成していく過程で、機能評価係数Ⅱ、特に複雑性係数と効率性係数が向上し結果的に収益力が強化される
ということが確認された。複雑性係数についての結果は、大学病院という急性期病院としての役割を十分に果たしている現われであ
る。しかし、効率性係数についての結果は個別の疾病が急性期病院として治療の対象とするに適切か否か、また在院日数の標準化が
なされているか否かという課題などについて今後の検証が必要である。いずれにしても収益力の強化については基本的には久留米
大学病院が単独の努力で対応していく課題であることが確認された。
　しかしながら、急性期病院としての地域包括ケアシステムへの貢献については、本研究での分析結果では大学病院単独の努力によ
る経営戦略の方向性が示唆されるに止まり、ここに本研究の限界がある。政策としての地域医療構想が地域での病床再編を求めてい
ることに照らすと、大学病院単独の努力に止まらず競争を越えた地域医療連携が必要であり、従来の紹介･逆紹介などのいわゆる病
院間の連携や病院と診療所の連携を越えた踏み込んだ地域医療連携における経営戦略の方向性が必要である。この方向性を探るた
めには地域の主要病院の個別戦略ポジションについて時系列比較などが必要とされる。

3．今後必要なアプローチ
　今回構築した経営管理フレームワークは戦略レベル即ち病院全体の経営レベルのものであり、今後、戦術レベル、現場レベル即ち
個別医療の運営レベルでの具体的打ち手の提案が重要となる。その際はBSCにおけるSWOT分析からスコアカードの策定に至るま
での実務的なボトムアップによる試行の繰り返しにより、大学病院の運営管理フレームワークが構築されることとなり、今回の経営
管理フレームワークにそれを重ねることにより、医療従事者に納得してもらった上での支持を高めることが課題である。
　例えば、平均在院日数の短縮について検討する際議論される病床稼働率についてであるが、そもそも病床稼働率の前提には適正な
病床数がある。適正な病床数を計るためには病棟や診療科という枠組みを越え病院全体での病床管理が必要であり、そのためには例
えば疾病分類別の症例数と平均在院日数から必要病床数を検証するなどの必要がある。また、医業費用の適正化のためにはDPCによ
り包括される投薬、注射、処置などの医療資源について疾病分類別の検証が必要であり、在院日数にも影響する入院前検査の実施や、
心臓カテーテル治療の医療材料管理など実務的な検証が重要な課題である。
　今回用いた経営管理フレームワークについてはDPC病院であればデータ分析比較なども同様にできることから応用可能であると
考える。むしろ教育･研究の比率が低い医療機関においては、個別医療機関としての選択と集中の戦略が取りやすくなる。そして、診
療科の特化が強い医療機関についても、戦略目標を絞ったアプローチを行えば、今回のデータ分析手法が応用可能であると思われる。
さらに、この研究を一般化するためには継続的な時系列比較と全国レベルでのベンチマーク比較まで展開する必要がある。特に複雑
性係数と効率性係数の相関を全国レベルで検証することによって判明する優良な病院とのベンチマーク比較は重要である。これは、
手術、化学療法、放射線療法に関しても同様である。なお救急入院については疾病分類別の分析などにより受入体制が適切かの検証
が必要である。体制面では、複雑性係数向上のためには医師の確保が課題である。また久留米大学病院が医育機関として、相対的に
医師が多い福岡、北九州、久留米の各医療圏に優秀な医師を送り出していくという使命を果たすことで、最終的には病院経営の基礎
を拡大することにもなると思われる。
　最後に、医療政策の転換に沿った大学病院の戦略的経営に今後必要なアプローチを考察する。本研究では、戦略テーマの設定と
データ分析という方法により、まずは病院機能分化への対応として急性期病院である大学病院自らが単独で目指すべき方向性を明
らかにした。しかし、機能分化は地域医療連携を構築するための一段階であり、次の段階は地域の急性期病院の機能分担であり、さ
らに回復期、慢性期を分担する病院や診療所を地域医療に組み込み、そして介護施設まで含めた医療介護体制こそが地域完結型医
療の求める最終形である。大学病院としては自らの急性期病院としての役割を果たしたうえで、競争を越えて急性期病院との連携に
より役割を分担し、さらに進んで地域の全ての病院･診療所を束ねるリーダーの責務もあると考える。これには大きな労力と長い時
間が必要であるが、行政や医師会などとともに、何よりも医療介護の対象者である地域住民の行動と意見を十分把握して、進みつつ
ある人口減少･高齢化社会における効率的で良質の地域完結型医療の実現を目指すのが大学病院の最終的な経営戦略であり、今後の
重要なアプローチであることが本研究により示唆された。

【参考文献】
1） 内閣官房、社会保障改革に関する集中検討会議（第7回）
 厚生労働省、医療介護に関する資料（資料1-1）（23 .5 . 19）
2） 政府パンフレット、社会保障と税の一体改革
 全世代型の社会保障制度へ②医療･介護（27年4月）

－14－

医療福祉経営マーケティング研究

第11巻　第1号　　1 - 15,　2016 



3） 厚生労働省医政局長、医療計画について（24 .3 . 30）
4） 地域医療構想策定ガイドライン（案）
 地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会（27年3月）
5） 厚生労働省、地域包括ケアシステム、地域包括ケア研究会報告書（25年3月）
6） 日本版CCRC構想有識者会議（第1回）
 日本版CCRC構想を巡る状況（27 .2 . 25）
7） 財務省、平成28年度予算政府案:社会保障関係予算（27 .12 . 25）
8） 日経実力病院調査（2015 .6 . 19）、病院の実力（読売新聞、28 .2 . 18）
9） 久留米大学病院診療科のご案内（病院医療連携センター、27 .8 . 13）
10） 久留米大学ホームページ：久留米大学の概要>財務状況
11） 厚生労働省、平成24年度第1回診療報酬調査専門組織･DPC　評価分科会　機能評価係数Ⅱの内訳（医療機関別）（24 .4 . 25）
12） 厚生労働省、平成26年度第5回診療報酬調査専門組織･DPC　評価分科会　平成26年診療報酬改定の概要について（26 .4 . 18）
13） 厚生労働省、平成26年度第5回診療報酬調査専門組織･DPC　評価分科会DPC導入の影響評価に関する調査（参考資料）（26 .9 . 5）
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わが国の市町村における地域包括ケアシステムの構築に向けた評価システムの開発
-福岡県春日市をケースとして-
村田　典子1）、馬場園　明2）

The Development of an Assessment System to Construct a Community-based 
Integrated Care System for Municipalities in Japan

‒ The Case for Kasuga City in Fukuoka ‒
Fumiko  MURATA1）  Akira  BABAZONO2）

【Abstract】
【Purpose】
　To construct a community-based integrated care system in Japan, it is necessary for municipalities to develop assessment 
systems to analyze data and clarify issues. Therefore, our objective was to develop an assessment tool using the balanced score 
card （BSC） approach to create logical and consistent measures.
【Method】
　Following the BSC framework, we developed an assessment tool by establishing a vision to illustrate the flow according to 
the strategy map, with causal relationships between strategic objectives. These objectives were in the categories of “learning 
and growth,” “business process,” “customer,” and “financial.” This framework was applied in Kasuga city in Fukuoka 
Prefecture to examine whether the approach is useful in designing policy.
【Results】
　Using a strategy map, an assessment system was created to attain aging in place while improving the satisfaction of 
residents and care providers. Based on this strategy map, we identified critical success factors and performance indicators. We 
also specified context-specific advantages and disadvantages for achieving logical and comprehensive policies by adapting them 
to local conditions in Kasuga city.
【Discussion】
　This assessment system for municipalities was created to identify current issues and to shape adequate policies for creating a 
community-based integrated care system. The advantages of the system are that it enables policy makers to clarify the causal 
relationships between the strategic targets using the strategy map and helps them to make logical, complete, and unduplicated 
project plans, following the BSC approach. Further research is necessary to expand the system for monitoring implemented 
policies in the future.

Key words: community-based integrated care, assessment system, aging in place, case management

【抄録】
【目的】
　地域包括ケアシステムを構築するためには、市町村の課題を分析し、必要な施策が明らかになる支援ツールが必要である。こ
のため、バランススコアカードを活用して、論理的で整合性のある施策を立案するための支援ツールを開発することを研究目的
とした。
【方法】
　ビジョンに基づき、４つの視点（財務、顧客、業務プロセス、学習と成長）から戦略目標を設定し、各々の戦略目標の因果関係
に基づきビジョンを達成する流れを戦略マップで図示し、バランススコアカードを用いた評価システムを開発した。本システム
を春日市に適用し、政策立案に利用可能か検討した。
【結果】
　Ageing in paceが実現され、住民・サービス提供者の満足度が向上できる戦略マップを作成し、これに基づいて、重要成功要因、
業績評価指標を設定した。本システムを春日市にあてはめたところ、長所と短所が明確となり、必要とされる施策も論理的に構
築できると思われた。

1）　九州大学大学院医学系学府医療経営・管理学専攻
Department of Health Care Administration and Management, Graduate 
School of Medical Sciences, Kyushu University

2）　 九州大学大学院医学系研究科医療経営・管理学講座
Department of Health Care Administration and Management, Graduate 
School of Medical Sciences, Kyushu University
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【考察】
　市町村の現状を把握して課題を抽出し、地域包括ケアシステムを構築する施策が容易に立案できる支援ツールを作成した。本
システムの利点は、政策立案者にとって、戦略マップを用いることで戦略目標間の因果関係が明確にすることができること、バ
ランススコアカードの利用により、論理的かつもれ、重複がない施策、事業計画が立てやすいことである。今後は、実施してい
る施策をモニタリングできるように、本ツールを拡張していく必要があるだろう。

キーワード：地域包括ケアシステム、バランススコアカード、評価システム、Aging in Place、Case-management
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【はじめに】
　我が国では急速に高齢化が進展しており、65歳以上の高齢者数は2025年には3,657万人、2047年には3,878万人とピークを迎える
予測である1）。また、認知症自立度Ⅱ以上の高齢者は、2010年に280万人、2025年には470万人となり65歳以上高齢者人口の12 .8%を
占めると推計されている2）。
　厚生労働省は、「団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、
医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現する」としている3）。地域
包括ケアでは、医療を「病院完結型」から「地域完結型」へ転換し、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供されるこ
とを目標としている3）。また、高齢化の進展状況に地域格差があることを踏まえ、地域における自立性や主体性に基づき、その地域
に適した社会資源を整備し、地域包括ケアシステムを構築することが喫緊の課題となっている3）。
　欧米ではすでに1990年代後半から、高齢化の進展に対応するため、効率的な医療体制の構築および医療と介護の連携を推進する
ための様々な政策を実施しており、医療分野における統合を行ってシステム化を図り、その上で介護・福祉領域との統合を目指し
ている4）。これらの政策は、統合型のケア（Integrated care）という概念に基づいて行われており、WHOは統合型のケアを「診断・
治療・ケア・リハビリ・健康増進等などに関するサービスの投入・提供・管理・組織化をまとめて一括にするコンセプト」と定義
している5）6）7）。
　Leinchsering K.は、ヨーロッパ9か国（イギリス、オランダ、フランス、ドイツ、イタリア、オーストリア、デンマーク、フィンランド、
ギリシャ）における統合型のケアの取り組みを分析し、主要な実施プロセスとして、①Case-management（ケアマネジメント）、②
中間ケア、③多職種チームによるニーズアセスメント、④利用者中心サービス（介護保険/パーソナルバジェット）、⑤共同作業、⑥
予防的な取り組み、⑦統合的な住居（ケア付き住宅等）、⑧家族ケアの統合 （レスパイトケアの観点）、⑨独立したカウンセリング、
⑩ケアのコーディネーション会議、⑪質の管理/質の保証の11項目を抽出している。しかし、各項目の実施状況は国により様々で
あり、標準的な政策モデルは構築されていないのが現状である8）。
　イギリス、オーストラリアでは、統合型のケアを推進するための国家的なフレームワークが作成されており、国と地方における
取り組むべき課題とロードマップが設定されている9）10）11）12）13）14）。しかし、実施すべき政策の記述はやや抽象的であり、具体的な政
策に落とし込むには専門的な知識を要するものとなっている。
　一方、わが国では地域包括ケアシステム構築のための国家的なフレームワークは作成されておらず、市町村が主体となって独自
に政策を立案する必要がある。「保険者機能評価指標（暫定版）」が作成されているが、これは各保険者の課題を明確にすることが
目的であり、政策立案に利用するには不向きである15）。なお、ここでの保険者機能とは、地域包括ケアシステムの構築にあたって
必要とされる、戦略策定、及びその達成のための工程管理を行う機能と定義している。
　このため本研究では、経営管理フレームワーク構築の方法として用いられるバランススコアカードを活用して、論理的かつ整合
性のとれた政策を容易に立案するための支援ツールを開発した。標準的な戦略マップ、重要成功要因、業績評価指標を設定するこ
とで、統合型のケアに関する知識が乏しい市町村職員でも、効果的なアクションプランの作成が可能となるように工夫した。さら
に、地域特性を評価できる指標を設定し、地域課題を抽出して独自の政策を展開できるように配慮した。さらに、著者は福岡県春
日市高齢課に所属し地域包括ケアシステムを推進する立場にあるため、本支援システムを春日市の現状にあてはめ、政策立案に利
用可能かどうか検討した。

【作成方法】
1．作成方法
　市町村が、地域の課題を分析し、論理的かつ整合性のとれた地域包括ケアシステムを構築するための支援ツールを開発した。モ
デルとなるバランススコアカードを作成し、専門的な知識がなくても効果的な政策立案ができるように工夫した。

2．支援システムの作成
⑴　ビジョンの設定
　厚生労働省の地域包括ケアシステムのビジョン「重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後
まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制」をバランススコアカードのビジョ
ンとした16）。
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⑵　バランススコアカードの作成
　4つの視点（財務の視点・顧客の視点・業務プロセス・学習と成長）が互いに影響し、ビジョンを達成する流れを、戦略マップで
図示した。それに基づいて、バランススコアカードを作成した。

3．本支援システムの利用可能性の検討
　春日市のデータを当てはめ、政策立案に利用可能か検討した。

【結果】
1．戦略目標の設定と戦略マップの作成
　「財務の視点」では介護費と医療費の増加抑制とし、「顧客の視点」では住民・サービス提供者の満足度の向上とした。「プロ
セスの視点」では、サービス利用の公平性、統合型のケア（サービス提供関係者間の情報共有及び意識共有、多職種でのCase-
managementの実施）、生活支援サービス・介護予防事業の充実、住まいのサービスの充実を戦略目標とした。「学習と成長の視点」
では、住民への研修（自己管理のための教育、Case-management）とサービス提供者への研修（統合型のケア、Case-management）を
設定した。
　次に戦略マップを作製
し、各々の戦略目標間の
因果関係を示した（図1）。
サービス利用の公平性
を確保した上で、包括的
なサービス提供体制の構
築を目標とし、目標を実
現するために住民・サー
ビス提供者に対する研修

（Case-management、 自
己管理のための教育17））
を行うこととした。この
取り組みにより、緊急入
院が減少し、在宅生活を
継続できる人数が増加し
てAgeing in placeが実現
され、住民・サービス提
供者の満足度が向上する
とした。

2．重要成功要因、業績評価指標の設定
　4つの視点それぞれの戦略目標に対し、重要成功要因、業績評価指標を設定した。（表2）
　「財務の視点」では、医療費・介護費の増加抑制を目標とし、国民健康保険・後期高齢者一人あたりの医療費、介護給付費を反映
する介護保険料、市町村全体の介護費の支出額を示す介護保険特別会計費を指標とした。
　「顧客の視点」では、目標を住民の満足度向上とサービス提供者の満足度の向上と設定した。住民の満足度は、社会全体の満足度
と医療・介護・予防・住まい・生活支援の各々のサービスの満足度を指標とした。また、サービス提供者の満足度は、各々の領域
に従事するサービス提供者の満足度、医療、介護領域においては、サービス提供者の離職率を指標とした。

図1　戦略マップ
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表2-1　バランススコアカード（プロセスの視点）
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表2-2　バランススコアカード（プロセスの視点）

　「プロセスの視点」では、行政に必要なサービス利用の公平性を確保するため、アクセス可能性を維持することを目標とした。ア
クセス可能性は、社会権規約委員会の一般的意見第14における到達可能な最高水準の健康に対する権利（規約12条1項）の健康に対
する権利の本質的な要素の一つとされており、（ⅰ）非差別（ⅱ）物理的利用可能性（ⅲ）経済的利用可能性（ⅳ）情報アクセス可能性
という4つの互いに重なり合う側面をもつとされている18）19）。「非差別」、「経済的利用可能性」は、現サービスにおいてほぼ充足さ
れていると考えた。そのため、住民が物理的利用可能性、情報アクセス可能性を保障されているかどうかを戦略目標とし、地域で
の社会資源の充足とその周知を重要成功要因とした。
　さらに、Case-managementの実施体制を構築するために、①サービス提供関係者間の情報共有及び意識共有、②多職種でのCase-
managementの実施、③生活支援サービス・介護予防事業の充実、④住まいのサービスの充実の4つを目標とした。そして、上記の目
標に対し、重要成功要因を定め、さらにサービスの質を評価するストラクチャー、プロセス、アウトカムの3つの視点で指標を設定した。
　サービス提供関係者間の情報共有及び意識共有では、サービスごとの規範的統合を行う仕組みの構築すること、住民の情報を共
有するシステムの構築することを重要成功要因とした。サービスごとの規範的統合とは、厚生労働省総合事業ガイドラインにおい
て「市町村が進める地域包括ケアシステムの構築に関する基本方針を定め、同一目的の達成のために、地域内の専門職や関係者に共
有されることを表すものとして、「規範的統合」という表現がある（価値観、文化、視点の共有）」と定義されている16）。この定義に則
り、ケア提供システムの対象者に応じて、対象疾患を有している患者を早期に発見し、Case-managementを実施するための概念を
共有する情報交換会等を開催し、考え方を共有することで多職種がCase-managementに参加する参加率を上昇させることとした。
　また、住民の情報を共有するシステムの構築については、住民-提供者間、提供者間で医療、介護などの情報を共有することを指
標とした20）。
　多職種でのCase-managementの実施については、地域包括ケアシステムのマネジメント機能の構築、多職種によるCase-
managementを実施するシステムの構築を重要成功要因とした。
　地域包括ケアシステムのマネジメント機能の明確化では、①保険者主導型、②医療機関主導型、③介護主導型のいずれで地域包
括システムをマネジメントするのかを明確にし、認知症、介護予防、在宅復帰、セルフケアなど、どのケア提供システムを整備す
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るかを決め、ケア提供システムに基づいた政策を立案することとした21）。
　さらに、実際にCase-managementを実施するため、厚生労働省がCase-managementの仕組みとして導入している1）認知症初期
集中チームの設置、2）生活支援サービスによる生活支援コーディネーターの設置、3）退院時支援体制の構築することを成功要因と
し、それぞれの仕組みでCase-managementを実施し、Case-managementの介入を受けた人が増加していくことを指標とした。
　生活支援サービス・介護予防サービスの充実は、地域特性に応じたサービスが構築され、質の高いサービスが提供でき、要介護
認定率、新規認定者数が増加しないことを指標とした。住まいの確保に関する事業の充実は、地域密着型サービス、経済的に困窮
している場合や身元保証がない場合の入居施設等の整備をすることで、重度要介護者の在宅支援率が向上することを指標とした。
　「学習と成長の視点」では、住民のセルフマネジメントとサービス提供者に対する研修を実施することとし、住民がセルフケアに
ついて知識を得ること、Case-managementの仕組みを反映した政策についての理解を得ることを指標とした。また、より質の高い
サービスを提供できるよう、医療、介護のサービス提供者に対してCase-managementに関する研修を実施することも指標とした。

3．本支援システムの利用可能性
　春日市のデータを当てはめて、課題を分析した。その結果、春日市の長所は、要介護認定率が低く、定期巡回随時対応型訪問介護看護
を整備している点と考えられた。春日市の要介護認定率は、平成25年度では、15.60%となっており、福岡県全体の要介護認定率19.2%
より低い22）。これは、春日市の高齢化率が平成25年度で17.4%に対し、福岡県内全体の高齢化率が23.2%であり、他市町村より高齢化が
進んでいないことが要介護認定率に影響を与えていると考えられる22）。一方、介護予防教室・生活支援サービスが充実していないことや、
第6期介護保険料が大幅に上がったことは短所と考えられる22）。さらに、誰が地域包括ケアシステムをマネジメントし、どのようなサー
ビスを作るかが明確になっておらず、Case-managementを中心とした統合型のケアの実施体制も整っていないことが明確となった。
　このことから、アクションプランとしては①介護予防教室・生活支援サービスを充実させていくこと、②保険料の上昇速度を遅く
すること、③統合型のケアの実施するための人材を育成すること、④統合型のケアの実施体制を整備することが必要と考えられた。
　本支援システムを用いることで、市町村の長所と短所が明確となり、必要とされる施策も論理的に構築できると考えられた。

【考察】
　本研究では、市町村が現状を把握して課題を抽出し、地域包括ケアシステムを構築するための施策が容易に立案できる支援シス
テムを作成した。本研究での成果は2点ある。
　1点目は、戦略マップを作成することによって、戦略目標どうしの因果関係が明瞭になったことである。因果関係のエビデンス
が明らかなものとしては、Case-managementを実施し、医療・社会サービスの統合を行うことで、患者のQOLが向上し、緊急な病院・
施設の利用が減少することがある22）23）。また、自己管理のための教育を行うことで、ある一定の慢性疾患に罹患している人の健康
Outcomeを改善できることも明らかになっている24）。このため、Case-managementを実施し、包括的な医療・介護サービスの提供、
介護予防、生活支援サービスと住居の充実、住民に対する自己管理のための教育により、サービスの質の向上と顧客の満足度の向
上ができるとした。因果関係を分かりやすく図示することで、住民及びサービス提供者が戦略目標を理解、共有しやすくなり、政
策作成の話し合いが容易になると考えられる。
　2点目は、バランススコアカードの利用により、論理的かつもれ、重複がない施策、事業計画が立てやすいことである。指標を一
覧表にし、市町村の現状を把握して課題を抽出しやすいように工夫した。実際、春日市の現状をあてはめると、市の長所、短所が
客観的に把握でき、必要な施策を包括的に構築するのに役立つと思われた。
　課題としては、戦略マップの戦略目標間の因果関係についてエビデンスが不十分なことがあげられる。Case-managementの取
り組みを実施することで実際に費用抑制ができるか十分な検証がなされておらず、サービス提供者や住民にCase-managementの
研修を実施が必要であると思われるが、どのような研修が有効であるかも明らかになっていない。新たなエビデンスが報告され次
第、戦略マップを修正する必要がある。
　また、実際にCase-managementを導入するとなれば、医療機関との連携は欠かすことができない。しかし、現時点で在宅医療を
実施している医療機関は非常に少なく、病院での医療を地域への医療に移行し、個人に応じた包括的なケア提供体制を作ることは
困難である。そのため、Case-managementを実施するために、県、医師会など関係機関の理解を得る必要があると思われる。
　さらに、設定した業績評価指標の中に、情報を入手できないものがある点があげられる。これには（1）多くの市町村で把握可能
だが現状で未把握の指標、（2）市町村が把握不能な指標があり25）、（1）の指標は、市町村で指標の現状値を把握する流れや仕組みを
作ることが可能である。一方、（2）の指標については、市町村のみで把握する流れやしくみを作ることは困難であるため、市町村
と県、病院などの関係機関が指標を共有し、双方の現状値を把握できる流れや仕組みを構築する必要がある。
　本支援システムは課題抽出と施策立案の支援を目的に作成したものであるが、施策の進捗状況を管理するのにも利用可能と思
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われる。地域包括ケアシステムを実際に進めていくためには、実施している施策をモニタリングできるフレームワークも必要であ
り、今後は本システムを発展・展開していくことが求められる。
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福岡県後期高齢者医療制度の透析患者における医療費の地域差の検討
尾ノ上美樹夫1）、前田　俊樹2）、西　　　巧3）、

安井みどり2）、　馬場園　明4）
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【Abstract】
【Purpose】
　The purpose of this study was to evaluate regional differences by secondary health care area in the indicators of health 
care costs for patients undergoing hemodialysis within the Fukuoka Prefecture Wide-Area Association of Latter-Stage Elderly 
Healthcare. The indicators were the number of dialysis patients per insured person, inpatient and outpatient health care costs 
per patient, inpatient and outpatient rates, the number of days per case spent as an outpatient and inpatient, and inpatient and 
outpatient health care costs per patient-day.
【Method】
　In April 2013 , we selected 7 , 061 patients undergoing hemodialysis from the Fukuoka Prefecture Wide-Area Association of 
Latter-Stage Elderly Healthcare data, and we followed these patients until March 2014 . First, we used the chi-square test for 
the proportion of the sample made up by women and those aged 75 years or older. We also conducted an ANOVA to evaluate 
regional differences in the indicators of health care costs. Second, we employed multiple regression analyses to quantify the 
effects of the proportion aged 75 years or older, inpatient and outpatient rates, health care costs per patient-day, and the 
number of days per case. We also tested for sex differences in the quantified factors on inpatient and outpatient health care 
costs per patient.
【Results】
　The multiple regression analyses revealed that outpatient health care costs per patient were significantly related to the 
number of days per case and to health care costs per patient-day, whereas inpatient health care costs per patient were 
significantly related to the number of days per case and health care cost per patient-day. The number of days per case spent as 
an outpatient or inpatient was the most influential factor for both outpatient and inpatient health care costs per patient.
【Discussion】
　There were large regional differences in outpatient and inpatient rates. In addition, inpatient rates were significantly related 
to inpatient health care costs per patient. The inpatient and outpatient rates mainly depended on the proportion of dialysis 
patients among the insured people residing in the health care area. This, in turn, may be influenced by the number of the 
hemodialysis devices available per insured person or by the accessibility of these devices. Future work should evaluate the 
method of hemodialysis, as well as treatments other than hemodialysis, and examine the factors influencing regional differences 
in the proportion of dialysis patients among the insured population.

Key words: health care costs, late elderly healthcare system, hemodialysis patient, regional difference, secondary health care area

【抄録】
【目的】
　本研究では、後期高齢者医療制度に加入している透析患者を対象とし、医療費の指標における2次医療圏の地域差を明らかにす
ることを目的とした。指標としては被保険者あたりの透析患者数、透析患者の外来・入院医療費，透析外来・入院受診割合、1件あ
たり外来日数と入院日数、1日あたり外来医療費と入院医療費とした。
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【対象と方法】
　福岡県後期高齢者医療広域連合に電子請求された2013年4月診療分のレセプトデータの中から人工透析を受けた患者7,061人を
抽出対象とし、2014年3月まで追跡した。まず、性差および75歳以上割合をχ2検定、医療費の指標については一元配置分散分析を
用いて地域差を検討した。そして、外来および入院の透析患者の医療費を従属変数とし、透析外来・入院受診割合、1件あたり日数、
1日あたり医療費、性差、75歳以上割合を独立変数とした重回帰分析を用いてどの要因が医療費に寄与しているかを検討した。
【結果】
　重回帰分析の結果、外来医療費と1件あたり日数、1日あたり医療費、入院では、透析患者である被保険者についての医療費と受
診割合、1件あたり日数、1日あたり医療費は有意な関連を認めた。外来、入院共に最も医療費と有意な関連があったのは1件あたり
日数であった。
【考察】
　受診割合は外来入院共に最も強く地域差に関連し、また入院医療費に有意な影響をおよぼしていた。透析患者における外来・入
院受診割合は、主にその医療圏内に居住する透析患者割合に依存していた。被保険者あたりの透析患者数は人口あたりの血液透析
装置数や通院など利便性の問題が影響を与えている可能性がある。今後の課題として、透析以外の診療内容、透析療法の違いにつ
いて分析することや透析患者数の地域差の要因の検討も必要であろう。

キーワード：後期高齢者医療制度、透析患者、透析外来・入院受診割合、地域差、2次医療圏
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【はじめに】
　急速な少子高齢化が進み、高齢者の医療費が上昇するなか、国民皆保険制度を維持することを目的とした「後期高齢者医療制
度」が2008年に発足し7年が経過したが、「後期高齢者医療制度」の持続可能性については多くの問題が残されている1）。後期高
齢者1人あたりの医療費は91 . 8万円であり、未就学児１人あたりの医療費20 . 7万円、被保険者・国保加入者１人あたりの医療費
20 . 5万円の4 . 5倍と社会保障財政に大きな負担となっている2）。福岡県の被保険者あたりの後期高齢者医療費は、全国で平成14
年度から11年連続で最も高く、平成24年度における1人あたりの総医療費は117 . 1万円で全国平均の約1 .3倍であり、地域差も大
きいことが報告されている3）。なかでも腎不全における医療費は県全体の約6 .4％を占めており、年々増加傾向にある3）。
　近年、血液透析の治療技術が向上し、慢性腎不全患者の生命維持が長期にわたるようになり、透析患者の高齢化が急速に進ん
でいる4）。また、透析導入に至る主な原因としては、高齢化に加えて糖尿病性腎症がある。糖尿病では、虚血性心疾患や脳卒中と
いった様々な合併症や血管障害を引き起こす危険性が高い。そのため、合併症の管理は必要不可欠なものであり重症化を予防す
るための専門の診療科での精査や入院や受診は増加傾向にある。透析に関連する医療費に関していえば、透析関連医療費の正確
な統計はとられていないが、日本透析医学会ならびに日本透析医会の調査をもとに、2009年末の透析患者数290 , 675人に1人あ
たりの透析医療費（推定約500万円）を乗じると、年間1 .3兆円を超える医療費が維持透析に費やされると推定されると報告され
ている5）。
　一方、先行研究によれば、人口あたりの透析患者数には大きな地域差がある6）。医療の質や効率の問題を明らかにするために
は、地域差を明らかにすることが有効である7）。透析患者を対象とした地域差についての先行研究として、猿渡らは透析患者の
悪性新生物、脳血管障害、心筋梗塞、糖尿病に限定した死亡率や入院診療について地域差の存在を明らかにした8）。細谷らは腎
不全患者について北海道、千葉、福岡の3道県での医療費の地域差を検証し、入院医療費における地域差、医療機関格差を報告9）

している。しかしながら、外来と入院別に医療費の地域差を明らかにした研究は見当たらない。そこで本研究では、後期高齢者
医療制度に加入している透析患者を対象とし、被保険者あたりの透析患者数、外来医療費、入院医療費、透析外来・入院受診割合、
1件あたり外来日数と入院日数、1日あたり外来医療費と入院医療費に関して2次医療圏の地域差について検証することを目的と
した。

【対象と方法】
　福岡県後期高齢者医療広域連合に電子請求された2013年4月診療分のレセプトデータの中から、人工透析を受けた患者7,061人
を抽出し対象とした。その後、対象の2014年3月までの1年間の資格情報、摘要情報、傷病情報を加えたデータベースを構築し、そ
して外来および入院毎に各医療圏の透析患者である被保険者についての医療費、透析外来・入院受診割合、1件あたり日数、1日あ
たり医療費、性差および75歳以上割合を検討した。なお、透析患者である被保険者についての医療費の算出は透析患者の医療費を
福岡県後期高齢者医療制度に加入している被保険者数で除した。透析外来・入院受診割合の算出は受診件数を福岡県後期高齢者
医療制度に加入している被保険者数で除して1,000倍した。件数に関して、月をまたいだ入院は2013年4月1日または新規入院から、
退院または2014年3月31日までのデータを連結し1件の入院として受診割合を計算した。一方、外来においては外来レセプト1枚を1
件の外来として受診割合を計算した。1件あたり日数に関しては、外来は1月あたりの日数、入院は1件あたりの入院日数とした。
　まず、性差と75歳以上割合に関してはカイ二乗検定、その他は一元配置分散分析を用いて検討した。次に、外来および入院の被
保険者1人あたり医療費を従属変数とし、透析外来・入院受診割合、1件あたり日数、1日あたり医療費、性差、75歳以上割合を独立
変数とした重回帰分析を用いてどの要因が医療費に寄与しているかを検討した。重回帰分析を行うにあたってVIF（分散拡大係数）
≧10で多重共線性ありとし、多重共線性がないことを確認した。また透析患者である被保険者についての医療費、透析外来・入院
受診割合、1件あたり日数および1日あたり医療費は分布に偏りがあったため、すべて対数変換を行った上で重回帰分析を行った。
モデルの適合性は調整済みR2で評価した。
　なお、九州大学は福岡県後期高齢者医療広域連合と医療費適正化のための共同研究を行っている。レセプトデータは、福岡県後
期高齢者医療広域連合においてデータベースを作成する際匿名化し、データベースは講座内の外部と接続できないパソコンで管
理した。本研究は九州大学臨床研究倫理審査委員会の承認を得た。
　使用した統計ソフトはPASW18（SPSS Inc.，Chicago，IL.USA）を使用した。検定は両側検定で有意水準はp＜0.05とした。

【結果】
　表1に2次医療圏別の外来および入院の透析患者である被保険者についての医療費、性差、75歳以上割合、被保険者1,000人あた
り透析外来・入院受診割合、1件あたり日数、1日あたり医療費の結果を示した。
　1人あたり外来医療費において最も高かったのは直方医療圏57 ,164 .5円で、最も低かった有明医療圏35 ,944 .0円の1.6倍、金額に
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して21 ,220 .4円の開きがあった。外来受診割合も直方医療圏が145 .1と最も高く、有明医療圏が91 .5と最も低かった。1件あたり日
数はどの医療圏もおおよそ13日前後であった。1日あたり医療費が最も高いのは八女医療圏で30 ,401 .8円、最も低いのは京築医療
圏26 ,832 .4円で約1.1倍、金額にして3,569 .4円の違いがあった。女性の割合は京築医療圏が48 .7％と最も高かった。75歳以上割合
では宗像医療圏が57 .9％と最も高かった。
　入院医療費に関して最も高かったのは粕屋医療圏の32 ,056 .5円で、最も低かった八女医療圏15 ,070 .2円の2.1倍、金額にして
16 ,986 .3円の開きがあった。受診割合も粕屋医療圏で18 .1と最も高く八女医療圏で10 .5と最も低かった。1件あたり件数は外来と
異なりばらついており朝倉医療圏が52 .0日と最も長く直方医療圏が33日と最も短かった。1日あたり医療費で最も高いのは宗像医
療圏の43 ,194 .2円で最も低い八女医療圏と比較して約1.2倍、7,846 .6の開きがあった。女性は京築医療圏で48 .9％と最も高かった。
75歳以上割合では宗像医療圏が65 .9％と最も高かった。
　外来医療費では、受診割合および1日あたり医療費において2次医療圏間で統計的に有意な差を認め、一方，入院医療費では、患
者1人あたり医療費および受診割合において統計的に有意な差を認めた。

 

表1　対象の分布とχ2検定および一元配置分散分析の結果

　表2に単回帰および重回帰分析の結果を示した。外来では、透析患者である被保険者についての医療費と1件あたり日数、1日あ
たり医療費は有意な関連を認め、入院では透析患者である被保険者についての医療費と受診割合、1件あたり日数、1日あたり医療
費は有意な関連を認めた。なお、性差および年齢は有意な関連は認めなかった。外来において最も医療費と有意な関連があったの
は1件あたり日数（β＝0.849）、次いで1日あたり医療費（β＝0.362）となった。入院において最も医療費と有意な関連があったのは
1件あたり日数（β＝1.101）であった。次いで1日あたり医療費 （β＝0.509）、受診割合（β＝0.018）となった。
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表2　単回帰および重回帰分析の結果

【考察】
　本研究では福岡県後期高齢者医療制度の被保険者の透析患者を対象とし、2次医療圏における医療費の地域差を明らかにした。透
析患者である被保険者についての透析医療費に関して、受診割合、1件あたり日数、1日あたり医療費のどれが最も大きく寄与して
いるかを検討した。その結果、受診割合は外来入院共に最も強く地域差に関連しており、入院医療費に有意な影響をおよぼしてい
ることが明らかとなった。
　透析患者における外来および入院受診割合は、主にその医療圏内に居住する透析患者割合に依存すると考えられる。透析療法は
患者1人につき、月平均13回行われていると報告されている10）。しかし、久留米においては透析患者の割合が低いにもかかわらず入
院受診割合は高い傾向があり、患者側の要因としては透析患者の健康状態や合併症の状況など、環境要因としては医療機関へのア
クセスなど、供給側の要因としては医療機関や病床数が人口に対して多いことが関係していると考えられる11）12）。
　透析患者割合の地域差は、各医療圏の人口あたりの血液透析装置数や通院など利便性に関係していることが示唆されている13）-15）。
また、透析患者の死亡率や透析導入の基準なども要因の一つである可能性があり13）、これらの因果関係については慎重に検証する
必要があると考える。財団法人ヒューマンサイエンス財団の報告によると、高齢化、糖尿病や高血圧患者の増加が透析患者の増加
要因として報告されている16）。生活習慣病の対策として、厚生労働省は「健康日本21（第2次）」を定め17）、各市町村でも様々な取り組
みが行われているが、これらの取り組みによる効果も透析患者割合の地域差を生じさせている可能性もあるため、今後はこうした
点の分析が必要であると考える。
　入院受診割合や1件あたり入院日数は、独居、通院困難、施設などへの入居待ちなど高齢者特有の背景に影響されることが指摘さ
れている8）15）。また、透析以外の受診に関しても医療費助成があるため、過剰受診が存在しうることも否定はできない18）。一方、透析
医療は部分的に包括化されており、過小医療により合併症などが引き起こされ、入院日数の長期化、入院医療費の高額化の要因で
ある可能性も指摘されている8） 15）。また、出来高払いで診療報酬を得る場合とDPCで診療費報酬を得る場合の違いもある。今後は、
これらの要因がどの程度、外来・入院医療費の地域差に影響するかの分析も必要であると考える。
　本研究の強みは、福岡県の65歳以上の透析患者は福岡県後期高齢者医療制度の対象となるため、透析患者をほぼ完全に網羅して
いる点である。本研究の限界としては、対象が福岡県に限定されていること、透析医療以外の疾病に関しての診療や重症度に関す
る情報を用いていない点が挙げられる。
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1．はじめに
　いま我が国は世界に類を見ない少子超高齢社会へ移行していく中で、医療・介護の分野では、パラダイムシフトが起きている。
急速な高齢化の進展に伴い、医療のニーズは疾病構造の変化により変化してきた。例えば、平均寿命が60歳代の時代は、主に壮年
期の患者を対象とする医療は救命、延命、治療、社会復帰を求める「病院完結型」の医療が中心であった。いまや平均寿命が80歳以
上の社会では、医療は病気と共存しながら、生活の質の維持・向上を目指す「地域完結型」医療へのパラダイムシフトが起こってい
る1）。すなわち、医療・介護制度は、従来の疾病や傷害の治癒・回復を目的とする「医療モデル」から、生活の質に焦点をあて、疾病
や障がいがあっても、地域の住まいで自立してその人らしく暮らすことを支える「生活モデル」へ大きくシフトしている。この流
れは、慢性期疾病が中心となる超高齢社会の中では、療養の場を医療機関から暮らしの場へ移行しようとするものである。
　一方、医療のパラダイムシフトが先行する米国では、保健福祉省（CMS）の長官を務めたヴァ-ビックが、医療の質が改善できな
い理由として医療従事者の医療のあり方が変化しつつあるということを認識できていないことが関係していると示唆している2）。
すなわち、パラダイムシフトが起こっているのに、医療従事者がそれに気づいていないのである。特に、いままでの医療の対応が、
患者受診による対応であったが、これからの医療は疾病構造が慢性期医療に移行してきたことにより、患者との人生における継続
的な関係を構築していくことが重要であるとしている。表1にドナルド・バーウィックが提唱するパラダイムシフトを示す2）。

表1　医療のパラダイムの転換（Berwick）
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　このような中、鹿児島県姶良市に所在する加治木温泉病院は、地域包括ケア病棟、回復期リハ病棟、医療療養病棟、介護療養病
棟をもつ350床のケアミックス病院として地域に貢献している3）,4）。また近隣には複数の在宅施設を有しており、これまで回復期リ
ハから在宅までのシームレスなケアを整備する地域包括ケアシステムの構築に取り組んできた5）,6）。
　2014年度には、「病床機能報告制度」がスタートし、今後の病床機能別医療需要に見合った体制整備を図るために「地域医療構想」
の策定も協議されている7）,8）。病院はこれらの動向を見据えて、自院が将来的にあるべき姿をしっかりと検討し、進むべき道を選
択して行かなければならない。そういった環境のなか、加治木温泉病院が地域で他の急性期病院や医療施設と連携して医療を行っ
ていくためには、病院機能をどうするか、そして病床稼働率を上げるためにはどのようにすればよいか、理事長をはじめとする本
部経営陣や病院現場スタッフと協議しながら進めてきた9）。
　本研究では、医療においてパラダイムシフトが進行していく中で、それを認識しつつ、病院の直面の課題である病棟のベッドコ
ントロールのあり方を見直し、入退院支援チームとして入院患者確保のために活動したので、その内容について報告する。

2．当院の病床再編
　まず、近隣の7対1入院基本料を算定する急性期病院からの紹介患者の受け入れをスムーズにするために、医療療養病床2病棟（117
床）を、在宅復帰機能を持つ強化型へ変更した。さらに回復期リハビリ病棟は、当院のある姶良伊佐二次医療圏では過剰となって
おり、他の回復期リハビリ病棟との差別化を図るため、回復期リハビリ病棟入院料1の体制強化加算を取得した。介護療養病床も
より重度の患者へサービスを提供し、看取りの機能をもつ療養機能強化型Aを取得した。当時稼働が低かった一般病棟については、
地域包括ケア病棟1へ転換した。これらの基準を取得するためには、在宅復帰率などの条件をクリアする必要があった。条件クリ
アを目指すため、毎日の病床の稼働状況を確認できるようにチームスタッフ全員で確認できる表をエクセルで作成、細かい退院調
整などを行った。強化型を取得した医療療養病床の2病棟を活用することで、地域包括ケア病棟での高い在宅復帰率を維持するこ
とにした10）,11）。
　その結果、地域包括ケア病棟では一般病棟のときよりも病床稼働率が上がり、最終的には病院の収入増につながった。しかし、
この結果を出すまでには、さまざまな問題に直面した。一番の問題は医師や看護師をはじめとする現場スタッフの、地域包括ケア
病棟などの病床機能への理解不足であった。特に地域包括ケア病棟については、14年度診療報酬改定時にできた新しい病棟であり、
在宅・生活支援を行うためのリハビリや教育を行うための病棟であることを理解してもらうために、何度も説明会や勉強会を行っ
た。また、地域の医療機関や施設などにも自分たちで作成した病床機能のパンフレットを渡して説明するなどの広報活動を行った。

3．地域医療連携センターの役割と課題
　現在、地域医療連携センターでは、医療ソーシャルワーカー（MSW）6名、退院調整看護師1名、事務3名、渉外担当者1名、計10名
が在籍している。
　地域医療連携センターの役割として、患者を中心に考え、患者がより良い医療を円滑に安心して受けられるよう、近隣の医療機
関の先生方と当院医師とのパイプ役として業務を行っている。 主な業務内容は病院・開業医の先生方から患者の入院依頼があっ
た場合の入院調整や、地域医療機関との連絡調整、患者・家族の相談窓口、広報活動等を行っている。近年では、MSWの退職等に
よる職員の入れ代り等が続き、特に広報活動については、患者の紹介がある医療機関や施設への訪問しかできていなかった。

4．対策
　今回再編した病棟のそれぞれの稼働を上げるために、2015年10月に地域医療連携センター内に専門の渉外担当者を配置し、再編
した病棟機能を外部の医療機関へ広報し認知してもらうことを重要課題とし取り組んだ。また、院内スタッフにも病棟機能につい
て十分に説明し理解してもらえるようスタッフ教育を行った。

　専従の渉外担当者はこれまでの訪問活動に加え、毎日姶良市、霧島市、鹿児島市の医療機関、介護施設、居宅介護支援事業所等
を訪問する（図1参照）こととし、これまで約1,200件、月100件の訪問を実施した。
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図1　渉外担当者の活動計画

　訪問活動後、早い時期に地域の各施設の情報を収集・把握しておく必要があると考え、まず、10月の訪問活動開始から1ヶ月は
毎日の訪問件数の目標を10件以上に設定し姶良・伊佐2次医療圏内の病院、診療所、居宅介護支援事業所を訪問した。訪問活動は
①入院紹介件数の増加の為の活動、②将来の紹介先を増やす（間口を広げる）活動、③担当者とのリレーションの構築・強化する活
動であることを意識して訪問した。次に、上記施設に加えて、法人年報の郵送先として登録されている特養・老健・グループホーム・
小規模多機能ホーム等の在宅施設を全て訪問し、情報活動を行うと伴に年報やパンフレットを手渡した。最終的に2016年1月まで
に姶良・伊佐2次医療圏内にある大半の施設を2回、全ての施設を少なくとも1回は訪問を行った。
　さらに地域の施設の状況を把握することができた後で、2周目以降のルーティンとして訪問先をターゲット別に分類して訪問活
動を行った。初めの2回の訪問活動の結果をもとに、5つの訪問目的別に施設を分類し、訪問目的を明確にして活動を行った。なお
訪問目的別分類は、次に示す内容である（表2参照）。

表2　訪問目的別分類
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A：急性期病院連携先
　当院への紹介件数が年間を通じて一定数が確保できており、以前より連携体制が確立されている連携先であり、紹介件数が年間
50件以上の急性期病院の2病院と、紹介件数がコンスタントに年間10件前後ある近隣急性期病院及び鹿児島市内の急性期中核病院
とした。
　これらの病院の担当者は、普段の連携業務を通じて当院の病院機能について十分に把握している為、当院へ紹介するケース・パ
ターンがある程度決まっていると思われる。通常は患者状態確認などMSWの業務の中で情報交換することが多く、その際に病院
ごとの対応状況の情報収集ができる場合が多い。逆に広報活動のみの訪問での時間をとるのは難しいことが多い。広報、情報収集
の活動が過度にならないよう、通常の患者紹介・受入の業務とのバランスをみて行動することにした。
B：その他連携先
　通常連携している急性期病院以外で年間数件程度紹介がある病院とした。A群の病院までとはいかないが、たまに紹介がある病
院で平時は積極的に紹介がくることはない。自院のベッド稼働により、紹介頻度が大きく変わることが多い。A群の中核急性期病
院からの紹介によりベッド稼働を維持している先も多いので、B群のベッド稼働状況が当院の紹介数の増減にダイレクトに影響す
る。当院とほぼ同様の病棟機能を持つ先も多く、当院運営上参考となる情報を最も収集できる先でもあるが、担当者によっては情
報交換が容易でない場合もある。
C：連携診療所
　当院と比較的連携体制のある、地域の診療所で、紹介実績は毎年1̃2件以上ある先を想定した。在宅療養後方支援病院、開放型病
床登録医として提携し、さらなる連携強化を図るべき診療所を含めた。ケースごとに当院、あるいは他院かを医師（院長）や退院調
整担当の看護師長などが総合的に判断していると思われるが、一方で医師同士のつながりや従来からの付き合いで、ある程度紹介
先が決まっている先が多い。入院相談の絶対数が少ない為、頻繁に折衝するよりは当院機能や状況を説明し、院長らに当院の存在
を意識づけ、いざ入院が必要となるケースで当院への紹介をもらうパターンが有効と考えた。在宅療養後方支援病院の既存提携先
へは、届出患者の依頼を行い、入院見込患者の数を増やすパターンが有効と考えた。よって緊急時受入可能であるメリットが大き
い診療所（在宅時医学総合管理料を算定している診療所、在宅医療に疲弊している高齢医師の診療所など）に対しては、在宅療養後
方支援病院の新規契約先としてアプローチすることとした。
D：紹介なし先
　過去紹介実績がない、もしくはあっても数年に1件の病院、診療所とした。基本的には近隣の中核病院へ紹介するパターンだが、

「家族が加治木方面」などの理由で当院へ紹介ができる場合が想定できる。メリット/デメリットで考えた場合なら、距離的デメ
リットよりも当院入院によるメリットが上回れば紹介となるパターンと思われるので、当院機能の認知が重要な層であると考え
た。当院以外で他院へ転院させる患者数がある程度決まっているところだが、当院の認知ができれば、訪問直後に紹介につながる
アクションがある可能性が高い先である。よって、訪問活動の効果が他の層よりも高いと考えた。担当者とのリレーションが図れ
れば、地域ごとの特性や同地区他院の状況など情報収集が容易となる。
E：居宅介護支援事業所・施設系在宅事業所
　直接紹介となるわけではないが、在宅療養の方の入院先の選択に居宅のケアマネジャーによる判断が大きく影響する。ケアマネ
ジャーや施設担当者へのアプローチにより、かかりつけ医の診療所からの紹介を促すことを意識した活動が必要な先である。受け
持っている患者やその家族を通して病院の良し悪しやイメージを最も収集できるのが相談員であり、評判・口コミの効果が最も
高いと思われ、退院支援先としての在宅事業所情報収集と当院の広報を相互補完的に行える。情報収集についても、在宅の職員は
地域の情報を持っている方が多いことから、情報収集先としての訪問効果は大きい。また、継続して行っている当院が主催する姶
良地区地域連携ネットワークスで、院長自らが医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実等について説明を行った。そし
て在宅療養後方支援病院として、8件の診療所と新規契約を結び、2016年9月には開放型病院の基準を取得し、地域の22医療機関24
名の医師に登録医の申請をしていただき、姶良市、霧島市内の「かかりつけ医」との連携を強化してきた。
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5．結果
　2015年10月より配置した専従の渉外担当者が姶良・霧島地区の医療機関を回りはじめ、2周目が終わった頃の2016年2月より入
院稼働が増え始め、2016年5月には300床に達し、2016年9月には目標である320床を達成することができた（図2、表3参照）。
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図2　2015年10月～2016年9月の月別入院患者数

表3　2015年10月～2016年9月の病棟別入院患者数の推移

　なお、病棟ごとの入院患者数増加の様子をみると特に当院の入院窓口の病棟である、地域包括ケア病棟がまず上昇し、その後医
療療養1で在宅復帰強化型を取得している2病棟、そして、長期療養入院が可能な医療療養2、介護療養病棟の入院数が増加してきた。
特に、療養病棟である3病棟の2015年10月の稼働は77 .1%と厚生労働省が提示している療養病床の稼働率92%を大きく下回ってい
たが、2016年7月には94 .4%まであがり、9月には96 .1%まで上昇した（図3参照）。

－35－

医療福祉経営マーケティング研究

第11巻　第1号　　31 - 41,　2016 



70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

20
15

10
20

15
11

20
15

12
20

16
1

20
16

2
20

16
3

20
16

4
20

16
5

20
16

6
20

16
7

20
16

8
20

16
9

図3　2015年10月～2016年9月の療養病床稼働率

6．考察
　今回、このような結果が得られた理由としては、渉外担当者の配置ならびに営業活動と地域医療連携センターの病棟管理がうま
く機能したことが考えられる。特に、専門の渉外担当者を配置し、営業活動を行うことで、診療所からの紹介患者数が増えたこと
が上げられる。2015年と2016年の4月から9月までの同時期の当院の入院患者数の紹介元の件数を比較すると、病院・施設からの紹
介件数は269件とまったく同じ件数だったが、診療所からの件数が14件と増えた分だけ増加に繋がっていた（図4参照）。
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図4　2015年度、2016年度4月～9月の入院患者の紹介元件数

　また、全国と当院での地域包括ケア病棟の受け入れ機能別割合を比較してみると、全国の地域包括ケア病棟では、急性期病院の
7:1病棟、10 :1病棟からの受け入れ機能であるポストアキュートが68 .8%と多く、診療所や在宅、自宅からの受け入れ機能であるサ
ブアキュートが9.9%と少ないのに対し、当院ではポストアキュートが38 .2%、サブアキュートが50 .9%であり、渉外担当者の営業
活動により、当院の地域包括ケア病棟が地域のクリニックや在宅からの後方支援病院としての機能を認知され、紹介に繋がってい
ると考えられる（図5参照）。
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図5　全国平均と当院での地域包括ケア病棟の受け入れ機能別の割合の比較

　療養病棟の平均在院日数の変化を見てみると、2015年10月時点での3ヶ月の平均在院日数は174日であり、その後急激に2016年1
月まで116日と下がってしまうが、その後徐々に在院日数を延ばし、2016年9月には218日になっていた（図6参照）。
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図6　2015年10月～2016年9月の療養病棟平均在院日数

　この2016年1月まで116日と下がってしまった要因は、平均在院日数の計算式による影響も大きいと考えられる。平均在院日数と
は、病院全体で平均して1人1人の患者さんが何日間入院しているかを示す数字であり、計算方法は下式に示すように、分子に①当
該病棟における直近3ヶ月間の在院患者延日数を、分母に②当該病棟における当該3ヶ月間の新入棟患者数と近3ヶ月間の新退棟患
者数を合わせた数を2で割った数を充て計算することで求められる12）。

 
 

 

　2015年10月から地域包括ケア病棟に入院していた患者のうち、さらに長期入院が必要な患者は在院日数60日で療養病棟へ転棟
する必要があり、特に入院患者数が少ない10月から2月にかけては、分母の数が多くなり、その結果、平均在院日数が低下してしまっ
たと考えられる。
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7．今後の課題
　2016年度の診療報酬改定では、7対1入院基本料に対する「重症度・医療・看護必要度」等の厳格化により、新基準を満たすことが
できない病院にとっては、非常に厳しいものになっている13）。改定の背景にある医療機能の分化・強化以前に、病院経営の存続に
対する危機感、警戒感が強まっている病院もある。急性期病院の中では厳格化される7対1入院基本料の新基準を満たしておらず、
新規入院患者の確保強化等にも限界がある場合、一部を地域包括ケア病棟や回復期リハビリ病棟へ機能転換するところも出てき
ている。全国の地域包括ケア病棟への入院紹介元の割合を見てみると、地域包括ケア病棟への入院患者の5割が7対1,10対1の急性
期病棟から院内の地域包括ケア病棟へ転棟している（図7参照）。これから、急性期病院の一般病床が地域包括ケア病棟へ移行促進
した場合、当院の地域包括ケア病棟とどのように差別化し、今まで通りの紹介を確保できるのか、という問題が考えられる。
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図7　全国の地域包括病棟への入院紹介元の割合

　これからも地域包括ケア病棟の病棟稼働を維持していくためには、地域の診療所や在宅との連携を密にし、当院の強みである亜
急性期ケア機能を強化する取り組みを継続していく必要がある。そして、当院は消化器病専門医、消化器内視鏡専門医、肝臓専門医、
神経内科専門医、泌尿器科専門医、耳鼻咽喉科専門医等、リハビリや透析以外にも多くの専門医を有している。よって、紹介があっ
た患者をより専門的にフォローしていくことができることも当院の強みであると考える。更には、この多くの専門医が在籍してい
ることを活かし、外来機能を充実させ、胃瘻、ポリペクトミー（内視鏡的大腸ポリープ切除術）、前立腺生検等の手術・検査、糖尿
病などに対する教育入院、リハビリ入院、レスパイト入院等、地域包括ケア病棟の周辺機能を充実させ、入院患者を自ら獲得して
いく取り組みの強化も必要であると考える（図8参照）。
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図8　当院の地域包括ケア病棟への周辺機能の入院目的別の割合

－38－

医療福祉経営マーケティング研究

第11巻　第1号　　31 - 41,　2016 



　また、受け入れた患者を自宅等の在宅へ退院させる取り組みも強化していかなくてはならない。特に当院へ入院されている患者
の多くは高齢のため、自宅へ退院しても独居で不安があるなどで、直接自宅に戻ることが困難な状況にある。
　表4に示すように、38 .2%の方が当院から在宅へ、23 .7%が施設に退院しているが、ここでいう在宅とは自宅のほか、居住系介護
施設等が含まれており、実際に直接自宅へ戻ることができる患者は少ない。患者の住み慣れた地域や自宅で生活し続けたいという
ニーズに応えるためには、在宅サービスを利用しながら生活を行う必要がある。特に自宅へ退院した後は、外来リハビリだけでな
く、訪問リハビリや通所リハビリ、居宅支援サービス事業所、訪問看護等の当法人内の関連部署との綿密な情報提供を行い、在宅
生活への支援がより適切かつスムーズに提供されるよう努める必要がある。

表4　H28年度4月～7月の退院先別・病棟別退院患者数

8．これからの取り組み
　冒頭でパラダイムの転換について述べたが、まさにこれからの医療・介護を支えていく上で私たちが対応していかなければい
けないことであり、急性期治療を経過した患者を受け入れる入院機能や、住み慣れた地域や自宅で生活し続けたいというニーズに
応える在宅医療や在宅介護をより良いものにしていく必要がある。入院から在宅療養への移行支援については、在宅療養支援チー
ムが主導して在宅療養への移行準備ができる体制が必要である。特に当法人には有料老人ホームや小規模多機能施設、訪問看護ス
テーション等多くの在宅サービスを有している。これからの医療・介護の安定経営には、入院患者の在宅支援にむけての切れ目な
いサービスの提供が重要であり、特に在宅へ戻られる患者や家族の不安を取り除くサービスの1つとして、当法人グループのサー
ビスを利用した試験外泊等を実施する仕組みを構築することも必要と思われる。そのため、在宅療養移行を進めていく上では、多
職種が協働して行うことが必要であり、看護職員・MSWが中心となり、主治医、リハビリ、ケアマネジャー等の様々な職種も関与
して、在宅療養移行チーム作りを行っていく必要がある。
　かねてから政府は、医療費削減のため、診療報酬の中で「退院調整加算」を設けて患者の退院を促してきたが、2016年4月の診療
報酬改定により「退院調整加算」が「退院支援加算」に変更され、大きく見直されている。この見直しの中には、「退院支援・地域連
携の専門看護師・社会福祉士を2病棟に1名以上配置する」という追加要件があり、これを満たすことで診療報酬が加算され、退院
調整看護師のニーズも、さらに高まって行くと考えられる。
　当院では、入院時からの患者・家族との関わり、在宅療養連携指導などを通してのケアマネジャーとの情報交換、地域医療連携
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センターや病棟担当者などとのカンファレンスや随時の相談などを通して業務を行っているが、退院支援を念頭に置いた専属の
退院調整看護師を各病棟に配置し、一丸となって在宅療養移行に取り組んでいくことも必要である。
　そして、在宅移行後は、各種介護保険サービスを活用して療養を続けることが考えられるので、地域の居宅ケアマネジャーや介
護サービス事業所関係者とも顔の見える関係を構築しておくことが必要となる。そのため、地域で患者の情報が共有できる仕組み
を構築することが必要であり、当院でも入院時、退院時には、連携シートを作成し、実際に活用している。退院支援の実施体制と
しては、病院の実情や患者個々の実情、それを取り巻く地域環境によっていろいろな考えがあるが、院内の職員が、一丸となって
在宅療養移行に対する意識を持つこと、連携する地域の介護サービス資源を効率的に活用できるよう、地域を巻き込んで、お互い
に顔の見える関係を構築することなどが重要な要素であり、退院後の地域での生活を見据えた院内多職種協働から退院後の地域
での生活を支える地域内多職種協働を構築していくことが、当法人として取り組んでいる地域包括ケアシステムの構築につなが
ると考える。
　さらに、前述のように将来の病院機能を考慮しながら病床転換や病棟機能強化を行ってきたが、2016年1月、厚生労働省の「療養
病床の在り方等に関する検討会」において2018年3月末で設置期限を迎える介護療養病床と25対1医療療養病床の移行先となり得
る新たなサービス類型案が了承された。新たなサービス類型は、①医療の必要性が比較的高く、容体が急変するリスクがある人が
入所する「医療内包型施設:案1-1」、②医療の必要性は多様だが容体は比較的安定した人が入所する「医療内包型施設:案1-2」、③医
療の必要性は多様だが容体が比較的安定した人が入所、医療は併設する医療機関から提供する「医療外付型施設:案2」の3類型が提
示された（図9参照）14）。
　その後、当法人が抱えている介護療養病床や医療療養病床を今後どのような方向へ転換していくかは、さらなる協議と具体策が
必要である。そしてこの問題については、チーム医療推進部としても経営陣と現場スタッフの架け橋となり、スムーズな転換並び
に病院のさらなる機能強化、経営改善につながるよう取り組んでいきたいと考えている。

図9　療養病床のあり方に関する検討会資料
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